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1.はじめに	

	 筆者は 2007年以降､日本の上場企業を対象に､

研究開発､製品開発に関するアンケート調査を

行ってきた(郷,濱岡 2019;	濱岡 2018a)｡前者に

ついてはオープン･イノベーション､後者につ

いてはユーザー･イノベーションに関する設問

を含めている｡2010 年までの結果については既

に報告した(Hamaoka	2010;	濱岡	2011)｡本稿で

は､その後の調査結果を含めてユーザー･イノ

ベーションに関する調査結果とその規定要因

の分析結果を報告する｡	

	

2.仮説	

本研究の仮説の枠組みを図 1	に示す｡情報の粘

着性の概念(von	Hippel	1994)に基づいて､企業

の能力､消費者の能力､情報の特性(量や暗黙性)

がユーザー･イノベーションを規定するとして

いる｡さらに企業や消費者の能力によって必要

となる情報の量や情報の暗黙性も異なること､

ツール(von	Hippel	and	Katz	2002)やコミュニ

ティ(濱岡	2002)が情報の特性と消費者の能力

に影響を与えることも考慮している｡詳細は(濱

岡	2011)を参照されたい｡	

これまでの研究ではユーザー･イノベーション

までしか注目されていないが､実証の対象とす

る日本の上場メーカーでは自社でも製品開発を

行っているため､全体としての新製品開発パフ

ォーマンスとの関連についても考慮している｡	
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図 1	 仮説の枠組み	

	

3.データおよび単純集計	

1)調査方法	

	 各年とも以下の方法､内容で調査を行ってい

る｡2016 年以降は非上場企業も調査対象に含め

ているが､本研究では､上場企業の結果のみを

用いる｡	

表 1	 調査の方法	

○調査対象	

	 上場製造業で製品開発を行っている部門長｡	

○調査方法	

	 郵送法	

○調査フレーム	

	 ダイヤモンド社会社職員録より､製品開発を

担当しているであろう､以下の者を抽出｡｢商品

企画｣など部署がある企業を選び､その長を選

ぶ｡商品企画などの部署がない企業について

は､管理部門など､製品開発に関連がありそう

な部署の長を選ぶ｡	

○回収数/発送数および回答率	

	 2007 年	 151/612=24.7%	

	 2008 年	 124/646=23.4%	

	 2009 年	 103/631=16.3%	

	 2010 年	 133/677=19.6%	

	 2011 年	 121/544=22.2%	

	 2012 年	 149/715=20.8%	

	 2013 年	 137/808=16.9%	

	 2014 年	 112/737=15.1%	

	 2016 年	 118/840=14.0%	

	 2018 年	 85/582=14.6%	

○調査時期｡	

	 各年とも 11 月-12 月にかけて実施｡	

注)2016 年度以降は非上場企業を加えて､隔年

実施とした｡ここでは上場企業の結果のみを示

す｡	

	

2)回答バイアスの検討と補正	

	 用いた名簿データには､売上高､従業員数､資

本金の情報が含まれているため､各年毎に回答

した企業と無回答企業の間で､有意差の有無を

検定したところ､いくつかの年において有意差

が見られた｡これを補正するために､全データ

をプールし､回答したか否かを従属変数､売上



高､従業員数､資本金それぞれの対数､および上

場ダミーを説明変数とした二項ロジット分析

を適用し､傾向スコア(星野	2009)を算出し､そ

の逆数を重みとして推定を行った｡	

	

3)測定項目	

	 リード･ユーザー､企業の能力などは直接､観測

できない概念であるため､共分散構造分析を用い

ることを想定して複数項目を設定した｡客観的な

指標と主観的な指標の相関は高いことが示され

ており(Song	and	Parry	1997)､本調査でも限定さ

れた項目だが､主観的な回答と財務データには正

の相関があることを確認した(濱岡	2018b)｡	

	 各概念の測定項目､α係数は若干低いものもあ

るが､概ね妥当である｡また､年度間での測定の不

変性についても確認した(濱岡	2018b,	附表 2 参

照)｡これに基づいて､各概念の測定項目を合成し

た変数を作成し分析に用いることとした1｡	

	

4)単純集計の結果	

	 関連する項目について単純集計の結果を紹介

する｡トレンド検定の結果有意なトレンドがあっ

た項目には*をつける｡トレンド分析の方法や結

果については(郷,濱岡	2019;濱岡	2018a)を参

照されたい｡	

	

･ユーザー･イノベーションの発生	

	 ユーザー･イノベーションの発生については､

「(貴社の業界では)ユーザーが実際に新しい

製品を実現することがある。」と､「貴社のユー

ザーが，新しい製品をつくったりイノベーショ

ンの源泉となったりすることはありますか?」

という設問を設定した｡	

	 前者についてはほぼ安定しているが､後者に

ついては低下傾向にある｡2007 年と 2016 年､

2018 年の値が低くなっているが､これは｢具体

的にどのようなイノベーションか｣｢イノベー

ションを起こした者の特徴｣などを記入させた

ためだと考えられる｡	

	

                                                   
1	例えば｢リード･ユーザー｣については､次の3項目の合計

点とした(α=	0.867)｡	

｢優れた知識を持つユーザーが多い｡｣	

｢優れた技術を持つユーザーが多い｡｣	

｢極めて先進的なニーズをもつユーザーがいる｡｣	

	
*)2007､2016,2018 年は､具体的にどのようなイ

ノベーションかを記述してもらった｡	

図 2	 ユーザー･イノベーションの発生状況	

	

ユーザー･イノベーション関連項目のトレン

ドを図 3に示す｡｢ユーザーに新製品の発売や使

い方などの情報を提供している。｣やリード･ユ

ーザーの測定項目である｢優れた知識を持つユ

ーザーが多い。｣の平均値は高いが､｢ユーザー

に開発ツールを提供している。｣｢貴社とユーザ

ーのインターネットを通じた交流が活発であ

る。｣は低い｡なお､｢インターネット上でのユー

ザー間での交流が活発である｡｣｢対面でのユー

ザー間での交流が活発である｡｣などユーザー･

コミュニティの活動の測定項目に関しては､ト

レンドが有意となっているが､いずれも係数は

負であった｡コミュニティの活動が低下してい

るようである｡	

	
図 3	 ユーザー･イノベーション関連項目のト

レンド	

	

4.仮説の検定方法と結果	

1)分析方法	

本来ならば図 1 に基づいて多段階の同時方程式



モデルを推定すべきだが､変数も多く複雑なモデ

ルとなる｡複数年の回答であることから､パネル

データとして推定すべきであるため､ユーザー･

イノベーションの発生､新製品開発の成果(革新

性､スピード)､市場での成功を被説明変数とする

線形回帰パネルモデルを適用した2｡図 1 では多段

階のモデルを想定したが､ここでは表 2 に示すよ

うに､ツールキットやコミュニティが直接､ユー

ザー･イノベーションの発生に影響を与えるとし

た｡	

長期的な変化の有無を検討するために､それぞ

れについて､(1)全データを用いた場合､(2)2011

年までのデータを用いた場合､(3)2012 年以降の

データを用いた場合を推定した｡	

パネルデータであるため､それぞれ固定効果

(Fixed	 Effect)モデル､ランダム効果(Random		

Effect)モデルを推定し､ハウスマン=ワイズ検定

によってモデルを選択した｡煩雑になるので､表 1

にはこの検定によって選択されたモデルの推定

結果のみを示した｡	

	

2)推定結果	

	 推定結果を表 2 に示す｡全データを用いた場

合､｢ユーザーイノベーションの発生｣｢新製品

の開発スピード｣｢新製品の市場での成功｣につ

いては､ランダム効果モデル(RE)､｢新製品の革新

性｣については､パラメータの多い固定効果モデ

ルが選択された｡｢新製品の革新性｣は､企業によ

る差異が大きいためだと考えられる｡	

･ユーザー･イノベーションの規定要因	

	 全データを用いた場合､｢リード･ユーザーの

存在｣｢ユーザー･コミュニティ｣さらに｢ユーザ

ーへのカスタマイズ･ツール提供｣｢ユーザーへ

の情報提供｣が正で有意となった｡情報の粘着

性に関しては､｢ニーズ情報の粘着性｣は有意と

ならなかったものの､｢技術情報の粘着性｣は想

定通り負で有意となった｡企業の技術的能力は

負の関係を想定し､その通りの符号が得られた

が､有意とはならなかった｡環境要因として導

入した｢競争｣は有意とならず､｢市場の変動｣が

正で有意となった｡これらの結果から､ユーザ

ー･イノベーションは主にユーザーの要因によ

って規定されているといえる｡	

	 2011年までと2012年に分けて推定した場合､

2012 年以降のデータでは､固定効果モデルが採

用され､企業間での差異が大きくなったことが

推測される｡また､全体的に有意となる変数が

少なくなった｡	

                                                   
2 R のパッケージ plm を用いた｡ 

･新製品の革新性	

｢企業(自社)の技術能力｣｢企業のニーズ対応

能力｣とあわせて｢ユーザー･イノベーションの

発生｣も正で有意となり､｢ユーザー･イノベー

ション｣が革新的な製品の開発につながること

(Lilien	et	al.	2002)が確認できた｡	

	 2期間に分けて推定すると､2011年以前は有

意ではなかった､｢ニーズ情報の収集｣が 2012年

以降では正で有意となり､｢ユーザーイノベー

ションの発生｣の有意水準が低下した｡ユーザ

ーイノベーションの低下にともない､ユーザー

からの情報収集を行うようになった､もしくは

その逆の関係が想定される｡	

	

･新製品開発スピード	

	 Lilien	et	al.(2002)ではユーザーイノベー

ションは時間やコストがかかることが課題と

して指摘されているが､｢ユーザー･イノベーシ

ョンの発生｣は有意とはならなかった｡	

	

･新製品の市場での成功	

	 これについては､ユーザーイノベーションは

直接影響するのではなく､｢新製品の革新性｣

｢新製品開発スピード｣を通じで影響するとし

た｡これら二つの変数はいずれも正で有意とな

った｡	

	

5.まとめ	

	 本研究ではユーザー･イノベーションについ

ての包括的な仮説を設定し2007年-2018年に行

ったデータを用いて検証した｡その結果､ユー

ザーイノベーションは主にユーザー側の要因

によって規定されること､ユーザーイノベーシ

ョンが製品の革新性を高め､それを通じて新製

品の市場における成功の可能性を高めること

を明らかにした｡	

一方で､長期的には自社のユーザーにおける

ユーザーイノベーション､およびコミュニティ

活動が低下傾向にあることがわかった｡新製品

の革新性を高めるためにも有効な方法である､

ユーザーイノベーションをどのように活性化

していくかが重要になる｡	

	 なお､図 1 に示す多段階のモデルを想定した

が､本研究では､ツールキットやコミュニティ

などが直接､｢ユーザー･イノベーション｣に影

響するとしたモデルを推定した｡推定に関して

は､連立パネル方程式で同時推定するなど改善

の余地がある｡今後もユーザー･イノベーショ

ンに関する研究を進めたい｡	
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表 2	 推定結果 

注)有意水準:	 ***:1%水準で有意		**:5%水準で有意		*:10%水準で有意｡	

それぞれについて､固定効果モデル(FE)､ランダム効果モデル(RE)で推定し､Hausman検定でモデルを選択した｡


